
 

                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＊「特定口座」をお申込みいただく際には、次の書類等をご用意ください。 

 ■特定口座開設届出書    （※届出書は当金庫にご用意しています。） 

兼 特定口座源泉徴収選択届出書 兼 源泉徴収選択口座内配当等受入開始届出書 

 ■本人確認書類等（新規購入で投信口座を開設する場合などで「個人番号」のお届けが過去にさ 

れていない場合は個人番号のお届けが必要です。） 

  ・運転免許証 ・各種健康保険証 ・住民票の写し 等（顔写真のない書類の場合２種類の 

書類で確認させていただきます。（※有効期限の定めがあるものは有効期限内のもの、有効期限の定めがないものは 6 か月以内に作成されたもの） 

  ※個人番号のお届けには「個人番号カード」、「通知カード」、「個人番号記載の住民票」のいず 

   れかが必要になりますので、本人確認書類と共にご用意ください。 

 ■投信取引口座のお届出印（指定預金口座と同一の印鑑） 

《ご注意》 ※当資料は平成２９年６月時点で公表されている情報や税法等に基づいて作成しており、

その正確性、安全性を保証するものではなく、今後税制改正等に伴い内容が変更となる場合がござい

ます。 

 また、当資料は当金庫が作成したものであり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。 

※税制の詳細については、国税庁、税務署、税理士等の専門家へご相談ください。 

東春信用金庫 
                                      平成 29 年 6月現在          

●「源泉徴収あり」の口座をご選択いただくと、確定申告が原則不要になります。 

●確定申告に便利な特定口座をご利用ください。 

また、「源泉徴収なし」の口座をご選択いただいた場合も、ご換金取引に係

る 

る確定申告が簡単になります。 

商 号 等   東春信用金庫 
登録金融機関 東海財務局長（登金）第 52 号 
加 入 協 会   加入協会なし 



  

 特定口座の仕組み 個人のお客さまが公募投資信託や特定公社債（国債）を換金され、利益が出た 

場合は、原則確定申告が必要ですが、「特定口座」をご利用いただきますと、当金庫がお客さまに代 

わって損益等の計算、納税の代行を行います。特定口座での所得金額等を計算した「年間取引報告書」

を作成しますので、お客さま自身での煩雑な計算作業等をすることなく簡易に確定申告を行うことが

できます。また、「源泉徴収あり」の口座を選んでいただきますと確定申告が原則不要となります。 
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特定口座のメリット 

☑「源泉徴収あり」の口座では、確定申告が原則不要になります。「源泉徴収あり」口座での換 

金取引等および分配金に対して、源泉徴収または損益通算による還付を自動的に行います。 

源泉徴収された税金は、当金庫がお客様に代わって自動的に納付します。 

☑当金庫は「年間取引報告書」を作成し、翌年１月末まで（年度の途中で特定口座を廃止した場 

合はその翌月末まで）にお客様のお届けの住所にご郵送いたします。「源泉徴収なし」の口座の 

場合は、お客様はこれを添付することにより確定申告の手続きを行うことができます。 

☑一般口座で生じた譲渡損益や他の金融機関の特定口座との損益通算、損失の繰越控除を行う場 

合などに確定申告が容易になります。 
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確定申告⇒お客様ご自身で年間の 

ど
ち
ら
か
を
ご
選
択

特
定
口
座
内
で
の
損
益

等
を
計
算
し
て
「

年
間

取
引
報
告
書
」

を
作
成

源泉徴収ありの口座 

源泉徴収なしの口座 

どちらかをご選択 

➊ 

➋ 

➍ 
➎ 

確定申告不要 

確定申告⇒「年間取引 
報告書」を添付して 

必要に応じて確定申告も可

能 

➌ 

「一般口座」（特定口座以外の口座） 
譲渡損益を計算して申告 

一般口座の場合は煩雑な確定申告の管理（取得日・取得価額の管理、売却損益や分配金受領額 

 の計算等）から手続きまでお客さまご自身で行っていただくことになります。 

簡単に確定申告 

 

※「年間取引報告書」は当金庫より 

当金庫の所轄の税務署に提出します。 



《 損益通算の対象 》

損失　　　　　　　　　利益 解約益・償還益（譲渡所得） 普通分配金(配当所得)

譲　渡　損 ○（損益通算可能） ○（損益通算可能）

  

 

  

■譲渡益にかかる税率    

 ２０.３１５％ 、分離課税 

■配当等 にかかる税率  

  ２０.３１５％ 、源泉徴収で確定申告不要

■「源泉徴収あり」の特定口座をご利用の場合の源泉徴収税率 

  ２０.３１５％ 、確定申告不要  

■ＮＩＳＡ 口座をご利用の場合の譲渡益・配当等にかかる税率   非課税

  

■  

■

「損益通算」とは、年内の株式・投資信託売買益（譲渡益）、配当等を他の株式・投資信託売買損（譲渡損） 

と通算し課税所得の減算により税額を減らすことのできる制度です。㊟損益通算を行う場合の配当所得は、 

申告分離課税の選択(確定申告)が必要です。ただし「源泉徴収あり」の特定口座により分配金を受け入れら 

れておられるお客様は自動的に損益通算されますので確定申告は原則不要です。 

「３年間の損失繰越し」とは、株式・投資信託の譲渡損のうち、その年に控除しきれない金額について 

は翌年以後３年間にわたり、株式・投資信託の譲渡益、配当等から繰越控除することができる制度で、この 

制度を受けるには確定申告が必要です。また、「源泉徴収あり」の特定口座をご利用の場合でも３年間の損失 

繰越制度を受けるには確定申告が必要です。 

㊟ＮＩＳＡ口座で譲渡損が生じても他の特定口座や一般口座との損益通算と損失の繰越控除はできません。 

  

 

■特定口座について「特定口座年間取引報告書」が税務署に提出されます。 

 ■分配金の支払調書は受取金額にかかわらず税務署に提出されます。（ただし、「源泉徴収あり」の 

口座に受け入れた分配金は年間取引報告書に記載され、支払調書は提出されません。） 

 

 

税制等のポイント （以下の税制等は、国内に居住されている個人の方向けのものです。） 

 
特定/一般口座の税率等について 

平成２９年６月現在の税制に基づき作成したものであり 
今後税制改正等に伴い内容が変更となる場合がございます。 

 
「損益通算の対象」と「３年間の損失繰越し制度」 

 
特定口座年間取引報告書、支払調書について 

譲渡代金分 　提出されます

分配金支払分 　分配金の額が年間取引報告書に記載されます

源泉徴収なしの口座 　提出されます

　支払金額にかかわらず提出されます

※ただし、「源泉徴収あり」の口座に受け入れた分配金

については提出されません（年間取引報告書に記載）

　提出されます（譲渡代金が３０万円超の場合）一般口座の譲渡代金の「支払調書」

源泉徴収ありの口座「特定口座年間
取引報告書」

分配金の「支払調書」



在 

■特定口座の開設は、個人のお客さまでかつ国内に居住されている方のみで１金融機関に１口座 

のみとなります。当金庫ですでに特定口座をご開設済の場合はお申込みになれませんのでご注意 

ください。また、投信取引口座を開設されているお取引店のみでの受付となります。

■特定口座での所得金額の計算の基準日は受渡日です。従って、特定口座の損益計算の対象とな 

るお取引は、年初第１営業日から年末の最終営業日が受渡日となるお取引までとなります。 

■特定口座を開設いただく前に行われた分配金の支払、または換金取引につきましては、特定口 

 座での所得金額の計算の対象とすることはできません。 

■特定口座開設後の公募投資信託および国債のご購入は、原則として特定口座を通じて行います。 

■特定口座に預け入れできるのは、公募投資信託および特定公社債（国債）です。なお、当庫は 

公社債投資信託や個人向け国債以外の公社債の取扱いはしていません。 

 ※「特定口座」へのお預け入れは、新規にご購入される投資信託・国債が対象となっています。 

■特定口座では、解約・償還損益および買取請求による譲渡損益が計算されます。また、「源泉徴 

 収あり」の特定口座では分配金（普通分配金）の所得金額も計算されます。 

■確定申告をされた場合は、配偶者控除、扶養控除等の適用に影響を与える場合があります。 

■国民健康保険の保険料は自治体によって計算方法が異なるため、確定申告することで保険料が 

 変わる場合があります。詳しくはお住まいの市区町村までお問い合わせください。 

 

 

■投資信託は預金、保険契約ではありません。また、預金保険機構、保険家役者保護機構の保護 

の対象ではありません。また、当金庫が取扱う投資信託は投資者保護基金の対象ではありません。 

■当金庫は販売会社であり、投資信託の設定・運用は委託会社が行います。 

■投資信託は、元本および利回りの保証はありません。組入有価証券等の価格下落や組入有価証 

券等の発行者の信用状況の悪化等の影響により、基準価額が下落し、元本欠損が生じることが 

あります。また、外貨建て資産に投資する場合には、為替相場の変動等の影響により基準価額 

が下落し、元本欠損が生じることがあります。 

■投資信託の運用による利益および損失は、ご購入されたお客さまに帰属します。 

■投資信託のご購入時には、買付時の１口あたりの基準価額（買付価額）に最大３.２４％の購入 

 手数料（消費税込み）、約定口数を乗じて得た額をご負担いただきます。換金時には、換金時の 

 基準価額に最大０.３０％の信託財産留保額が必要となります。また、これらの手数料等とは別 

 に投資信託の純資産総額の最大年約１.８１４４％（消費税込み）を運用管理費用（信託報酬） 

として、信託財産を通じてご負担いただきます。その他、詳細につきましては、各ファンドの 

投資信託説明書（交付目論見書）等をご覧ください。なお、投資信託に関する手数料の合計は、 

お申込金額、保有期間等により異なりますので表示することはできません。 

■投資信託には、換金期間に制限のあるものがあります。 

■投資信託の取得のお申込みに関しては、クーリングオフ（書面による解除）の適用はありません。 

■投資信託のご購入にあたっては、予め最新の投資信託説明書（交付目論見書）および目論見書 

     補完書面等（当金庫の投資信託取扱店窓口等にご用意しています）を必ずご覧ください。

 
特定口座のご留意事項 

 
投資信託にかかるご留意事項 


